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地震動評価手法の一つとして従来から用いられている統計的グリーン関数法では、要素断層内の破壊伝播効果が考慮

されていない。本論文では、統計的グリーン関数法における要素断層内の破壊伝播効果を導入する方法を提案した。こ

の提案法は、破壊伝播効果の周期特性を調整することができ、任意の破壊伝播様式を考慮することができるという利点

をもつ。2000 年鳥取県西部地震に提案法を適用し、その有効性について検証した結果、従来の統計的グリーン関数法の

評価結果と比べて、提案法の評価結果のほうが、周期 0.5～1 秒程度のフーリエ振幅スペクトルの再現性が向上すること

を示した。 

 
 

In the stochastic Green’s function method, rupture directivity effects inside subfaults on ground motions are not 

usually taken into account. In this paper, we proposed a method which incorporates rupture directivity effects 

inside subfaults in the stochastic Green’s function method. Our method has advantages in that dependency of 

rupture directivity effects on period is adjustable and arbitrary rupture patterns are applicable. To check the 

availability of our method, we simulated the strong ground motions during the 2000 Tottori earthquake in period 

range of 0.5-1 s. We showed reproduction of the observed strong ground motions could be improved by our method. 

 

 

1.はじめに 

 
震源近傍において破壊伝播効果は数 Hz 以下で

認められ 1)、地震動の空間分布に強く影響してい

ると考えられる。従来から用いられている統計的

グリーン関数法では、要素断層間の破壊伝播効果

は表現できるが、要素断層内の破壊伝播効果は表

現できない。そのため、要素断層間の破壊時間間

隔程度よりも短周期で、計算結果から破壊伝播効

果が抜け落ちてしまい、地震動が適切に評価され

ていない可能性がある。例えば、大地震の地震動

評価で要素断層間隔が 3 km、破壊伝播速度を 2.5 
km/s とすると、周期 1.2 秒程度以下の破壊伝播効

果が考慮できていないことになる。震源近傍にお

いて、建築物の耐震性に重要なこの周期 1 秒程度

の地震動評価の高精度化を図るためには、統計的

グリーン関数法に要素断層内の破壊伝播効果を導

入する必要がある。要素断層を小さくすれば破壊

伝播効果をより短周期まで考慮することができる

が、大地震の地震動のスペクトルの過小評価を招

く弊害がある 2)ことが知られているため、他の方

法を考える必要がある。 
既往研究としては、谷内・他(2015)3)がユニラテ

ラルの破壊伝播様式における破壊伝播効果の導入

方法を提案している他にはない。 
以上を踏まえ、本論では、はじめに、従来の統

計的グリーン関数法（以後、従来法とよぶ）で評

価した要素地震波に補正を施すことによって、要

素断層内の破壊伝播効果を導入する方法（以後、

提案法とよぶ）を提案する。提案法は、破壊伝播

効果の周期特性を調整することができる点と、任

意の破壊伝播様式を考慮することができる点が特

長である。次に、提案法を 2000 年鳥取県西部地

震に適用し、その有効性について検証する。 
 
2.手法概要 

 
統計的グリーン関数法は、大地震の断層面におけ

る各要素断層に対応するような小地震の地震動（要

素地震波）を統計的手法により作成し、それらを重

ね合わせて大地震の地震動を評価する方法である。

この要素地震波に破壊伝播効果を導入する方法を考
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える。 
要素断層内のグリーン関数とすべり速度時間関

数は一様と仮定し、要素断層内の破壊伝播効果を理

論的に抽出する。観測点 x における要素断層による

遠方 S 波の i 方向の地動変位 uiは(1)式で表される。

ここで、(1)式には総和規約が適用される。 
 

),()(),Ω(),( ,  xSGVxxu qippqi     (1) 
 

ここに、μはせん断剛性率、Vpqはすべり速度時間関

数、S は要素断層面積、Gip,qはグリーン関数の空間

微分である。また、Ωは破壊開始点から観測点に達

するまでの S 波到達時間 E の面積分で、(2)、(3)式
のように表され、この中に破壊伝播効果が含まれる。

以後、Ωを破壊伝播効果スペクトルとよぶ。 
 

 Σ )),(exp(),Ω( dSxEix      (2) 
 

rVoxxE //),(       (3) 
 
ここに、βは伝播経路の S 波速度、Vrは破壊伝播速

度である。ξと o は図－1に示すとおり、破壊フロン

トと破壊開始点を指す。(3)式の第 1 項は観測点に対

する地震波の指向性に関わる伝播時間、第 2 項は断

層面内の破壊伝播時間である。 
Brune(1970)4)によれば、従来法で用いられている

震源スペクトル Ω’では、(3)式の第 1 項が考慮され

ていないと推察される。つまり、従来法における破

壊伝播効果を含む震源項は、(4)、(5)式で表すことが

できる。 
 

 Σ )),('exp(),(Ω' dSxEix      (4) 
 

rVoxE /),('          (5) 
 
したがって、従来法で評価した要素地震波に破壊伝

播効果を導入するためには、Ω’を Ω に置換する(6)
式の補正スペクトル H を要素地震波に合積すれば

よい。 
 

),(Ω'/),Ω(),(  xxxH      (6) 
 
破壊の不均質の影響により破壊伝播効果が弱まると

考えられる高振動数側では、(6)式の補正スペクトル

H を 1 に漸近させれば、破壊伝播効果を徐々に低減

させることが可能である。ここで、補正スペクトル

の位相特性は、(2)式から求まる値を与える。なお、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
実際の手法適用においては、要素断層の形状や破壊

の単純さに起因して震源スペクトルの形状に問題が

生じる 2)ため、Ωを算出する際に、(7)、(8)式のよう

に、破壊開始時刻と最終すべり量に揺らぎ 5)を与え

た。Ω’も同様である。 
 

 Σ )),(exp(Δ),Ω( dSxEiux r      (7) 
 

   rr tVoxxE Δ//),(      (8) 
 
ここに、Δur は最終すべり量の平均に対する揺らぎ

の比、Δtrは破壊開始時刻の平均値からの揺らぎであ

り、これらは震源スペクトルの高振動数側の傾きを

ω-2 とするために導入した。ここで、Δtr の分布は、

破壊伝播速度 Vr（≒0.75VS）が S 波速度の 0.5 倍ま

で低下することを想定し、波数 0 のときの時刻遅れ

を(9)式として k-2モデルに基づき与えた。 
 

)75.0/()5.0/(Δ SeSer VLVLt     (9) 
 
ここに、Leは要素断層の対角線の半分の長さである。

また、Vrが P 波速度を超えないようにするために、

破壊開始は(10)式で頭打ちにした。 
 

PeSer VLVLt /)75.0/(Δ     (10) 
 
(9)式および(10)式は試行錯誤的に決めたものであり、

Δtrの設定方法は今後の課題である。 
ところで、同心円状の単純な破壊様式と矩形の要

素断層の組み合わせでは、Ωや Ω’に狭振動数帯域の

極端な落ち込みが高振動数で発生しやすく、結果と

して、補正スペクトル H にパルス状のピークを生む。

評価地点x

ξ 破壊フロント

破壊開始点o
★

図－1 断層面と評価地点の概念図 

従来法 
提案法 

図－2 破壊伝播スペクトル Ω、震源スペクトル Ω’
及び補正スペクトル H の概念図 
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これは単純なモデル化による人工的なピークであり、

現実的ではない。このような現象を避けるために、

ΩやΩ’の振幅をバンド幅 0.4 Hz の Parzen Window
で平滑化した。 

以上により求まる破壊伝播効果スペクトル Ω、震

源スペクトル Ω’、および補正スペクトル H の概念

図を図－2 に示す。図－2 のように、Ω や Ω’はω-2

モデルに従う。高振動数で大きな落ち込みが存在す

る（破線）ものの、平滑化により緩和される（実線）。

評価地点が破壊進行方向に位置する場合は、ドップ

ラー効果により、Ωのコーナー振動数 fcは Ω’のコー

ナー振動数 fc’よりも高くなる。また、H は、振動数

f が f＜fc’では 1 で一定で、fc’＜f では徐々に増大し、

fc＜f で 1 以上の一定値に収束する。 
 
3.2000 年鳥取県西部地震への提案法の適用 

 
 2000 年鳥取県西部地震（MJ7.3）を対象として、

提案法の有効性を検証する。はじめに、検討対象と

する断層近傍の観測記録について整理する。次に、

断層モデルを設定するとともに、提案法を用いて地

震動をシミュレーションし、その評価結果と観測記

録を比較する。 
 
3.1 観測基盤波の推定 

検討対象地点は、断層近傍に位置する KiK-net 観
測点の TTRH02 とする。震源断層と観測点の位置

を図－3に示す。 
観測記録の基盤波（以後、観測基盤波）の推定に

用いる TTRH02 の地下構造モデルを設定する。永

野・他(2001)6)により、S 波速度が 790 m/s の層を最

下層とした線形および非線形時の速度構造が推定さ

れている。地震基盤上面の入射波を求めるために、

同モデルの下に S 波速度が 2487 m/s，3000 m/s，
3500 m/s の 3 層を追加した。3000 m/s と 3500 m/s
の層は、それぞれ上部地殻と下部地殻に相当する。

その境界の深度は、京都大学防災研究所の震源決定

に用いられた東・阿部(2002)7)の速度構造とした。

東・阿部(2002)7)は、反射法探査結果から S 波速度

が 790 m/s の層を 2487 m/s としているが、このよ

うな高速度を仮定すると、地中観測点の水平／上下

スペクトル比（HVR）の再現が悪化した。そこで、

防災科学技術研究所 8)で PS 検層が実施されている

GL-101 m までは 790 m/s、GL-101 m 以深は東の

2487 m/s とした。S 波速度が 2487 m/s の層の層厚

は、J-SHIS9)の S 波速度が 3.0 km/s の層の上面深度

（151 m）や地中 HVR の再現性から 50 m とした。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
設定した地下構造モデルを表－1に示す。 
実体波が卓越する中小地震のS波主要動を用いて

算定した地表と地中における観測記録の HVR と、

拡散波動場理論 10)に基づく理論 HVR の比較を図－

4に示す。図－4より、2 Hz 強以上で、地表と地中

の理論 HVR は観測 HVR を再現できていないこと

がわかる。このことから、線形時の地下構造の有効

振動数は 2 Hz 程度以下と考えられる。観測 HVR の

3～4 Hz の平坦なスペクトル形状は、地盤の不均質

性を反映している可能性がある。不均質性は非線形

時にも線形時と同様に影響すると推察されるので、

非線形時の地下構造も有効振動数は 2 Hz 程度と考

えられる。 
地下構造の低速度層（表層）の影響をできるだけ

受けないようにするため、地中記録から観測基盤波

を推定した。地下構造モデルの適用範囲に従い、2 
Hz 以下の成分について検討した。TTRH02 は断層 

図－3 断層と観測点の位置関係 

図－4 TTRH02 における地表と地中の拡散波動
場理論に基づく観測 HVR と理論 HVR 
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地表の理論HVR
地中の観測HVR
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密度 S波速度 層厚 上面 備考

ton/m3 m/s Q0 α m m

1 1.6 169(61) 38(3.0) 0 4 0

2 1.6 214(67) 42(3.1) 0 7 4

3 2.1 371(291) 38(13) 0 9 11

4 2.1 548 36 0 22 20

5 2.2 790 6 0 58 42

6 2.6 2487 86 0.82 50 100 HVR等で推定

7 2.6 3000 86 0.82 3450 150

8 2.7 3500 86 0.82 0 3600

No
Q値(Q=Q0*f

α
)

永野・他

(2001)

層厚はPS検層

橋爪・他

(1967)

表－1 TTRH02 における地下構造モデル

※（）内は本震時で観測基盤波の推定に用いた値 
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直上に位置するため、鉛直入射を仮定した。推定し

た観測基盤波の加速度波形とフーリエ振幅スペクト

ルを、後述の評価結果とともに図－10（青線）およ

び図－11（青線）に示す。ここで、図－11を見ると、

0.5 Hzで卓越し、特に NS成分において顕著である。

この要因としては、TTRH02 はアスペリティの直近

であるため、理論地震動の表現式のうちの近地項と

中間地項が長周期の地震動に大きく影響している可

能性が考えられる。 
 
3.2 断層モデル 

 2000 年鳥取県西部地震の断層モデルは、宮腰・他

(2003)11)の震源インバージョン結果を参照し、その

すべり分布をできる限り尊重したアスペリティモデ

ルを設定した。巨視的断層パラメータを表－2、微視

的断層パラメータを表－3 にそれぞれ示す。表－2、

表－3 に示すとおり、アスペリティモデルを設定す

るための与条件としては過多であるが、断層モデル

の精度を担保するため、既往研究の知見を最大限に

活用したモデルの作成を試みた。ここで、断層全体

の短周期レベルが佐藤(2010)12)に整合するように、

アスペリティと背景領域に分配した。分配にあたっ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ては、断層全体とアスペリティの面積比γS と応力

降下量比γσをパラメータとした壇・他(2002)13)の式

を用いた。アスペリティの面積比γS は宮腰・他

(2003)11)から求まる値とし、応力降下量比γσ は鳥

取県西部地震の強震動再現シミュレーションに関す

る既往研究 14),15)を参考に、平均的な値をとって 3 と

した。なお、宮腰・他(2003)11)のすべり分布のトリ

ミングは行わなかった。設定したアスペリティモデ

ルを図－5 に示す。ここで、破壊開始点は、宮腰・

他(2003)11)と同じく Hi-net に依った。破壊伝播様式

は同心円状、破壊伝播速度は断層全体で一様に 1.5 
km/s（宮腰・他, 2003）11)とした。 
 
3.3 地震動シミュレーション 

提案法は、従来の統計的グリーン関数法で評価し

た要素地震波に補正を施す方法である。そこで、こ

こではまず、従来法により、TTRH02 の地震基盤上

面における統計的グリーン関数を作成する。要素地

震波の加速度フーリエスペクトルは、Boore(1983)16)

の統計的モデルに基づく次式とする。 
 
 
 
 

 (11) 
 
 

      (12) 
 
ここに、A(f )は加速度フーリエ振幅スペクトル、F
は放射特性、FS は自由表面での増幅を表す係数（2.0
に設定）、fcは震源スペクトルのコーナー振動数、 
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図－5 アスペリティモデル 

（☆は破壊開始点、灰色はアスペリティ、白色は背景領域。）

巨視的断層パラメータ 設定方法

断層上端深さ (km) 0.1 堀川(2001)

走向　 145 宮腰・他(2003)

傾斜角  90 宮腰・他(2003)

すべり角 0 設定

地震モーメント M 0 (Nm) 1.75E+19 宮腰・他(2003)

短周期レベル A  (Nm/s2) 8.15E+18 佐藤(2010)

断層長さ L  (km) 28.0 宮腰・他(2003)

断層幅 W  (km) 17.6 宮腰・他(2003)

断層面積 S  (km2) 493 S =LW

平均すべり量 D  (m) 1.07 D =M 0/( S )

平均応力降下量   (MPa) 3.89 Δσ =(16/7)M 0/(S /π)1.5

震源における媒質のパラメータ

密度   (g/cm3) 2.7 設定

S 波速度   (km/s) 3.5 地震調査研究推進本部(2002)

剛性率   (N/m2) 3.31E+10 = 2

表－2 巨視的断層パラメータ 表－3 微視的断層パラメータ 

アスペリティ 設定方法

地震モーメント M 0a 1 (Nm) 2.57E+18 宮腰・他(2003)

地震モーメント M 0a 2 (Nm) 1.67E+18 宮腰・他(2003)

地震モーメント M 0a 3 (Nm) 1.43E+18 宮腰・他(2003)

断層面積 S a 1 (km2) 26.4 宮腰・他(2003)

断層面積 S a 2 (km2) 26.4 宮腰・他(2003)

断層面積 S a 3 (km2) 17.6 宮腰・他(2003)

平均すべり量 D a 1 (m) 2.94 D a 1=M 0a 1/ μ /S a 1

平均すべり量 D a 2 (m) 1.92 D a 2=M 0a 2/ μ /S a 2

平均すべり量 D a 3 (m) 2.45 D a 3=M 0a 3/ μ /S a 3

短周期レベル A a  (Nm/s2) 7.16E+18 A a =A [(1-γ S )γ S γ σ
2/{(1-γ S )γ S γ σ

2+(1-γ S γ σ )2}]0.5
　壇・他(2002)

応力降下量  a  (MPa) 11.7 Δσ a =γ σΔσ

面積比γ S 0.14 γ S =S a /S

応力降下量比γ σ 3 地震調査研究推進本部(2002), 武藤・他(2009)を参考に設定

背景領域

地震モーメント M 0b  (Nm) 1.18E+19 宮腰・他(2003)

断層面積 S b  (km2) 422.4 S b =S-S a

短周期レベル A b  (Nm/s2) 3.90E+18 A b = (A 2-A a
2)0.5

平均すべり量 D b  (m) 0.85 D b =M 0b /( S b )

実効応力  b (MPa) 2.18 σ b =(A b /4πβ 2)(π/S b )0.5
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fmaxは高周波遮断振動数（6 Hz に設定 17））、Q は

伝播経路の Q 値（86f 0.82に設定 18））、X は震源距

離である。ρと βは震源の密度と S 波速度、ρSと βS

は観測点直下の地震基盤の密度と S 波速度である。

震源から観測点の地震基盤までの地盤増幅をインピ

ーダンス比で考慮している。Δσ は応力降下量、M0

は要素断層の地震モーメントである。位相特性はラ

ンダム位相とし、乱数の初期値を SV 波と SH 波で

別々に与え、10 波ずつ作成した。経時特性には、佐

藤(2004) 19)の散乱理論による包絡関数を用い、鳥取

県西部地震の観測記録に基づき各パラメータを決め

た。以上により作成した、従来法に基づく各要素地

震波の例を図－6に示す。 
次に、提案法に基づき、各要素断層の破壊伝播効

果の補正スペクトルを評価する。十分に滑らかな破

壊を表現するために、走向方向、傾斜方向ともに要

素断層を 40 分割した位置に積分点を設けた。最終

すべり量と破壊開始時刻の揺らぎは、1 つの要素断

層の各積分点に対して計算したセットを用意してお

き、すべての要素断層で同じセットを用いた。

TTRH02 に対して破壊伝播方向に位置する要素断

層（図－8 中の赤枠）における補正スペクトルの例

を図－7に黒線で示す。ここで、佐藤(2002)1)の鳥取

県西部地震の放射特性の分析によれば、数 Hz 以下

で観測と理論が対応すること、また、地下構造モデ

ルの適用範囲が 2 Hz 以下であったことを踏まえ、 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
本検討では数 Hz 以下で破壊伝播効果を考慮するこ

ととし、2～4 Hz でテーパーをかけて補正スペクト

ルを 1 に漸近させた。図－7より、2 Hz 前後でスペ

クトルが極端に突出する傾向があることがわかる。

本来、破壊の不均質の影響により、破壊伝播効果は

高振動数になるにつれて減少傾向を示すと考えられ

るが、本検討では単純な同心円状の破壊を仮定して

いるため、人工的な位相の干渉が生じ、高振動数で

このように変動したと推察される。このような変動

は、補正スペクトルの算出に用いた破壊伝播効果ス

ペクトル Ω と震源スペクトル Ω’において、前述の

とおり平滑化で除去しているが、十分に取り除けな

かったため、再度ここで補正スペクトルに対して振

動数依存のバンド幅の移動相加平均をとることにし

た。バンド幅は試行錯誤の結果、(8df )f 2（ただし、

25df で頭打ち）とした。なお、本検討では、振動数

間隔 df は 0.03 Hz である。フーリエ位相は、オリジ

ナルの補正スペクトルのものを付与するので、平均

化前後で変わらない。平均化した補正スペクトルを

図－7 に赤線で示す。突出していたピークが均され

ていることがわかる。また、補正スペクトルをフー

リエ逆変換した波形を図－8 に示す。振幅と位相の

因果律が乱されたことによる影響は出ていないこと

が確認できる。各要素断層の補正スペクトルを図－9

に示す。図－9より、TTRH02 に対して破壊進行方

向（forward 側）の要素断層では 1～2 Hz 程度で卓 
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図－6 従来法に基づく要素地震波 

図－8 平均化の有無による補正スペクトル逆変換
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図－7 平均化の有無による補正スペクトルの違い 
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越し 1 を上回り、それと逆方向（backward 側）の

要素断層では 1 を下回り、その他の要素断層ではほ

ぼ 1 になっていることがわかる。 
さらに、補正スペクトルを従来法に基づく要素地

震波に合積し、破壊伝播効果の補正を施した要素地

震波を計算した。計算結果を図－10 に示す。図－6

と図－10を比べると、破壊伝播効果の補正を施した

提案法のほうが振幅の大小のコントラストが大きく

なり、破壊進行方向で大きく鋭い波形、その逆方向

や直交方向では小さく鈍い波形になっている。以上

より、補正スペクトルを適用することによって、振

幅と位相分散を調整できることを確認した。 
 
3.4 波形合成結果 

従来法と提案法による TTRH02 における地震動

シミュレーション結果と観測記録の対応について考

察する。地震基盤上面（S 波速度 3 km/s）の観測基

盤波、従来法の波形合成結果、および提案法の波形 
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図－10 破壊伝播効果の補正を施した要素地震波 
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図－9 各要素断層における補正スペクトル 

図－11 観測基盤波・従来法・提案法の加速度波形
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合成結果の加速度波形を図－11に示す。ここで、従

来法と提案法については、統計的グリーン関数の乱

数位相 10 通りの結果のうち、応答スペクトルが最

も平均的なものを代表波として選んだ。図－11より、

従来法よりも提案法のほうが観測波の最大値に近づ

いていることがわかる。また、観測波で長周期パル

スに短周期成分が集中して同時に重なる様子を提案

法はより良く再現している。フーリエ振幅スペクト

ルの比較を図－12に示す。直近のアスペリティにお

いて、補正スペクトルが卓越する 1～2 Hz 程度（図

－12黒破線内）に着目すると、フーリエ振幅の平均

値が、観測波に対して従来法では NS 成分で 49％、

EW 成分で 60％であったのに対して、提案法では

NS 成分で 73％、EW 成分で 122％となり、従来法

の過小評価が改善された。 
 
4．まとめ 

 
統計的グリーン関数法における要素断層内の破

壊伝播効果の導入方法を提案した。また、2000 年鳥

取県西部地震に提案法を適用し、その有効性を検証

した。提案法を用いた場合の地震動シミュレーショ

ン結果は、従来法と比べて、1～2 Hz（0.5～1 秒）

程度の観測記録の再現性が向上することを示した。 
補正スペクトルの平滑化や平均化に関しては、対

象地震によって異なる可能性があるため、他の地震

についても今後同様の検証を行い、提案法の課題を

抽出する予定である。 
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